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1．はじめに

大きなリスクである環境リスクに対して、我が

国における環境保険（ここでは、環境汚染賠償責

任保険、土壌汚染浄化費用保険、医療廃棄物排出

者責任保険、産業廃棄物排出者責任保険、を環境

保険と定義する）の販売状況は芳しくない。

民間の保険に頼らなくても民間保険に代わる政

府規制や補償制度などが十分備わっていれば、問

題はないが、我が国においてはそれらが十分備

わっているとはいえない。我が国は、米国のよう

に訴訟社会でもなく、スーパーファンド法という

ような厳格な法律によって賠償責任を問われる法

律がない。

このような中で、企業は環境リスクに対して、

リスクを保有する形（自家保険）となっており、大

企業はもとより、中小零細企業も100％リスクに

さらされている。我が国における環境保険は、土

壌・地下水汚染に限っていえば、強制的な浄化義

務を課すような法制度が未整備であり、情報公開

なども行われておらず実態把握が難しい。以上を

背景として、環境保険は、企業のニーズを喚起で

きず、保険加入の際のアンダーライティングの難

しさからほとんど、普及しない状況であった。

そもそも、環境保険は、q被保険者である企

業の賠償資力を確保、w環境汚染の早期浄化と

被害者の救済に寄与、e引き受け時における事

前調査には、環境監査としての側面も認められ、

r企業の環境保全機能を有する制度として評価

できる。そのような中、我が国の環境保険が普

及しない理由と普及に向けての課題および展望

を考察していく。
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2．環境保険が普及しない理由

保険を購入する企業サイド（需要側）と保険を提

供する保険会社サイド（供給側）の双方から、環境

保険が普及しない理由を理論的、一般的な推測で

考えると以下の通りである。

企業サイドからの問題点は、q保険加入に際し

て、保険契約の締結に伴う、いくつかの不便･不

都合がある、契約前に保険会社による第三者的審

査手続の中で、徹底した汚染源データの開示を要

求、w個別対応で事前の環境監査・リスク診断に

時間がかかり、結果的に引き受けが行われなかっ

た場合、企業のイメージの低下、e長い審査期間

を経て締結に至ったとしても、経常的に行われる

環境監査では、企業側の費用負担の下で、保険会

社のモニタリングを常時受ける必要があること、

r環境監査のコストは企業側の負担、t高額の保

険料の割にもかかわらず、事故に対する賠償金の

うちの自己負担額の割合が高く、保険料というコ

ストに対し、保険のメリットが十分であるか、コ

ストとベネフィットが納得しにくいこと、y環境

保険で保険金を支払った事例が少なく、環境汚染

の実態とそれに伴う企業のダメージの全容を把握

できないこと、などである。

これらの結果、環境問題を自社にとって切実

な経営問題と認識できず、環境リスクが、経営者

に、浸透していない。　

一方、保険会社サイドからの問題点として、q

「逆選択」の可能性が大きい、環境保険の需要は、

汚染の危険度の高い企業・業種にかたよるおそれ

があり、保険会社は引き受けに消極的にならざる

を得ないこと、w「モラル・ハザード」の可能性も

あること、e米国における問題状況から、環境保

険引き受けに対して消極的、rデータが少なく、

制約されている中、リスクに見合う保険料の定

量化ができないこと、t再保険の手当てが困難で

あること、y漸進的に（蓄積性のある）汚染が進行

し、一時に拡大する汚染はリスク評価が困難であ

ること、u環境汚染発生時、加害者、被害者の特

定が困難で損害査定に困難を伴うこと、i環境汚

染に対する法律の支払基準の厳格化と保険の担保

範囲の拡大、o環境保険の難しさから会社の経営

方針として引き受けない会社が多いこと、などで

ある。

以上、我が国において環境保険が普及しない

要因を述べてきたが、環境保険が普及しない需

給両面の理由は理論的にも一般的にも想定可能で

あるが、現実の状況を勘案してもどの理由が大き

いかなどは不明である。環境保険市場は、保険会

社が企業と個別対応で、リスクの測定や契約内容

の設定、保険料の設定などを行うため、すべてが

企業秘密の範疇となり、情報が公開されることが

少ないことが大きな障碍となっている。そのよう

な中、桑名謹三（2006）の保険会社へのアンケート

調査に基づいて、環境保険が普及しない理由およ

び、保険会社が環境保険を引き受ける理由を検証

する。同アンケート調査の結果により、環境保険

を引き受けない理由は、q環境リスクの定量化が

困難、w再保険の手配が困難、e逆選択の可能性

が大きい、r事故発生時の損害査定の困難さ、な

ど４点である2。これらは、前述した理由と大差

はない。この調査で環境保険を引き受ける会社が

8社存在する。非販売会社についても今後のこと

を想定して回答を得ている。保険会社の経営戦略

に関するものであり、経営方針、営業施策上、環

境保険で被る損失を度外視したもので、企業との

総合取引の中から長い友好関係を生み出すもので

ある。この総合取引に基づき、q多少損失が出た

場合でも保険料運用益でカバー、w潜在的な優良

マーケットへの先行投資、e環境リスクに係わる

保険を積極的に販売することから契約者である企

業の他種目の保険シェアの拡大によって環境リス
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クに係わる保険の損失以上に利益が得られる、r

環境リスクに係わる保険を積極的に販売すること

によって環境リスクに強い企業イメージの向上、

t内部統制など企業のリスク管理の強化が叫ばれ

る中、企業のリスクコンサルタントの地位を獲得

する、などの5点があげられている3。以上の点か

ら、我が国の保険会社は、環境保険単独での引き

受けには懐疑的であるが、契約者との保険取引状

況により引き受けることが明らかとなった。保険

会社側は、中堅企業以上の企業について、リスク

をある程度抑制し、引き受けを行うことにより環

境保険が普及する可能性が高い。環境保険の理論

的研究は存在しており、環境リスクコントロール

に有効であることは、少なくとも理論上は確認さ

れている。ところが、我が国の環境保険の販売状

況は低調を極めている。需要側の企業にも問題が

あるものの、供給側の保険会社も極めて消極的な

販売姿勢を取ってきている。一方、需要側の企業

も積極的に加入しない状況である。そのため、我

が国において、環境保険は普及していないのが現

状である。

環境保険の普及は、企業経営の大きな安定につ

ながるのである。筆者は、このような現状を踏ま

えて環境保険普及を図る上での課題および展望を

検討する。

3．環境保険普及に向けての課題

以上、我が国の保険会社における環境保険の

販売状況を見てきた。その結果、いずれの保険会

社を見ても、環境保険の販売状況はきわめて低調

で、普及が進んでいるとはとても言うことができ

ないことが明らかとなった。

もっとも、各保険会社の販売部門によれば、い

ずれの環境保険に対しても、引き合い、問い合わ

せは来ているとのことである。それにもかかわら

ず、販売状況が芳しくないということは、我が国

の企業が、環境保険の存在については十分認識し

ており、その役割について相当の情報を得ている

ものの、購入には至っていないということを意味

する。企業からすれば、企業の社会的責任への関

心の高まりに象徴されるような社会的空気の変化

に触発されて、環境事故を引き起こした場合に

どこまでの責任を追及され、どれほどの損害賠償

責任を負わなければならないのか、それが経営に

どれほどのダメージを及ぼすことになるのかにつ

いてある程度関心を抱くようにはなってきている

が、従来の我が国の法制度の整備状況や社会的空

気からすれば、未だ環境保険を購入したほうが有

利とまでの判断はつきかねているということであ

ろう。

こうした状況は、保険会社の営業姿勢にも通じ

ていると思われる。じつは、我が国では環境保険

が普及していないというばかりでなく、保険会社

自身必ずしも積極的に販売活動を強めようとして

いるように感じられなかった4。企業が直面して

いる上述のような状況は、保険会社としても、環

境保険を販売した場合にどれほどのリスクを引き

受けることになるのかを必ずしも確定しえないこ

とを意味する。これでは、保険会社が環境保険の

販売に熱意を持てないのも当然のこととなろう。

4．おわりに

以上、検証してきたことから環境保険普及への

展望について考察していきたい。欧米では、厳格

な環境法令などの制定が環境保険の普及への手だ

てとして、その契機となっていることが多い。汚

染者に厳格な賠償責任を課す法律があってこそ、

一方で保険会社は自らが引き受けるリスクをか
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なりの精度で確率論的に計算でき、他方で企業に

対する環境保険のコスト・パフォーマンスを積極

化して、双方相まって環境保険を普及させること

ができるという、それ自体としては説得的な議論

も、現代の我が国にとってどこまで適用可能なの

かの検証を行う必要がある。我が国における環境

保険の普及にどの程度の展望があるかを理解する

ための重要なカギは、環境事故の引き起こす経営

へのダメージ、すなわち環境リスクの大きさを企

業にとっても、保険会社にとっても、より明確に

する法制度やそれを支える社会的空気ないし社会

環境が、我が国においてどの程度成熟してきてい

るのかを問うことと言えそうである。
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